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平成２１年度　一般会計予算概要〈歳入〉

平成２１年度 予算

　
世
界
の
金
融
資
本
市
場
の
危
機

に
端
を
発
し
た
世
界
的
な
景
気
後

退
の
中
で
、
我
が
国
の
経
済
も
未

曾
有
の
経
済
危
機
に
直
面
し
、
景

気
と
雇
用
の
悪
化
が
深
刻
な
状
況

と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
危
機
を
乗
り
切
る
た
め
、

国
は
、
平
成
20
年
度
第
1
次
・
第

2
次
補
正
予
算
に
引
き
続
き
、
平

成
21
年
度
に
お
い
て
も
大
型
の
補

正
予
算
に
よ
る
緊
急
経
済
対
策
の

実
施
を
検
討
し
て
お
り
ま
す
。

　
全
国
の
地
方
自
治
体
が
厳
し
い

財
政
運
営
を
迫
ら
れ
て
い
る
中
、

上
野
村
が
合
併
を
せ
ず
に
自
主
独

立
し
て
振
興
・
発
展
し
て
い
く
た

め
に
は
、
現
在
の
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
抜
本
的
に
見
直
し
、
一
層
の
歳

出
削
減
を
断
行
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
現
在
、
『
行
財
政
改
革

大
綱
』
を
策
定
す
る
た
め
、
行
財

政
改
革
推
進
本
部
を
設
置
し
て
、

村
の
事
業
の
見
直
し
を
行
う
な
ど
、

早
期
に
安
定
的
な
行
財
政
運
営
を

実
現
す
べ
く
改
革
に
取
り
組
ん
で

き
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、

平
成
21
年
度
に
お
い
て
は
、
第
五

次
総
合
計
画
の
策
定
に
も
着
手
す

る
予
定
で
あ
り
、
平
成
23
か
ら
33

年
度
ま
で
10
年
間
の
村
の
ビ
ジ
ョ

ン
と
そ
の
た
め
の
事
業
計
画
な
ど

を
具
体
的
に
定
め
る
予
定
で
す
。

　
財
政
面
で
は
、
東
京
電
力
揚
水

発
電
所
に
よ
る
固
定
資
産
税
収
入

も
毎
年
減
少
し
て
い
る
う
え
、
平

成
22
年
3
月
を
も
っ
て
現
行
の
過

疎
法
が
失
効
す
る
こ
と
に
伴
い
、

当
村
は
過
疎
指
定
か
ら
外
れ
る
公

算
が
高
く
、
今
ま
で
の
過
疎
対
策

事
業
債
を
利
用
し
た
財
政
運
営
は

で
き
な
い
こ
と
に
な
り
、
今
ま
で

以
上
に
厳
し
い
財
政
運
営
を
強
い

ら
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
一
方
で
、
当
村
の
最
大
の
行
政

課
題
で
あ
る
「
過
疎
か
ら
の
脱
却
」

の
た
め
に
は
、
後
継
者
定
住
対
策

や
少
子
化
対
策
、
そ
し
て
、
観
光

振
興
や
産
業
振
興
等
々
の
対
策
を

積
極
的
に
講
じ
て
い
か
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に
は
、

一
層
の
歳
出
削
減
や
財
源
確
保
に

努
め
る
と
と
も
に
、
今
ま
で
の
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
見
直
し
を
行
い
、

事
業
に
優
先
順
位
を
つ
け
、
不
要

不
急
の
事
業
は
取
り
止
め
、
必
要

な
事
業
に
は
予
算
を
重
点
配
分
す

る
な
ど
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
事
業
実

施
と
行
政
運
営
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
去
る
3
月
開
会
の
平
成
21
年
度

第
1
回
定
例
議
会
に
お
き
ま
し
て

平
成
21
年
度
当
初
予
算
が
、
可
決

さ
れ
ま
し
た
。
今
年
度
竣
工
を
迎

え
る
小
学
校
建
設
事
業
、
地
上
デ

ジ
タ
ル
化
へ
の
対
応
事
業
な
ど
今

年
度
も
大
き
な
事
業
を
予
定
し
て

お
り
ま
す
が
、
各
事
業
を
通
じ
て

上
野
村
の
一
層
の
発
展
と
村
民
の

皆
様
の
幸
福
の
た
め
、
村
政
の
執

行
に
邁
進
し
て
ま
い
る
所
存
で
あ

り
ま
す
の
で
、
村
民
の
皆
様
に
お

か
れ
ま
し
て
も
諸
般
の
事
情
を
ご

理
解
い
た
だ
き
、
村
政
に
対
し
ま

し
て
一
層
の
ご
支
援
と
ご
協
力
を

賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

平
成
２１
年
度

　
予
算
に
つ
い
て

上
野
村
長
 

松
元
　
宇
　

ともにつくり上げる村

村税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
村債
歳入合計
一般財源計

２,２６７,７１８
３３,４２７

４６７
１３１
２００

１０,２９１
１７,１８４
１,０４１

 ２
６７６

１,８１０
６５,８４８

２５５,５２２
８７,７９８
５４,００５
３,００１

６５,１５６
１０,０００
３０,３２２

５９１,４０１
３,４９６,０００
２,３４１,１３７

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊

２,４３７,３９７
４３,５８５

５７６
２９０
２００

１０,７４６
２２,８０５

７４３
２

７６６
２,１９９

２９,３８１
３６３,６８７
８０,４１５

２０７,１０４
１

１７,８４９
１７,０７４
５６,８７９

６７４,３０１
３,９６６,０００
２,５３４,１８４

△ １６９,６７９
△ １０,１５８

△ １０９
△ １５９

０
△ ４５５

△ ５,６２１
２９８

０
△ ９０

△ ３８９
３６,４６７

△ １０８,１６５
７,３８３

△ １５３,０９９
３,０００

４７,３０７
△ ７,０７４

△ ２６,５５７
△ ８２,９００

△ ４７０,０００
△ １９３,０４７

科　　　　目 当初予算額 前年度当初予算額 対前年度比較増減額

（単位：千円）

注）係数未整理につき変動のある見込み
注）＊は一般財源

上野村役場�59-2111　いきいきセンター（保健福祉課）�59-2309
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平成２１年度 予算

一
、
予
算
要
求
す
る
者
は
、
そ
の
予
算
が
今
絶
対
に
必
要
か
否
か
を
充
分
に
考
え

た
上
で
、
要
求
す
る
よ
う
従
来
以
上
に
考
え
る
。

二
、
国
・
県
の
補
助
と
有
利
な
起
債
を
積
極
的
に
要
領
よ
く
活
用
し
、
過
疎
指
定

解
除
に
備
え
て
い
く
。

三
、
青
少
年
の
健
全
育
成
に
対
す
る
施
策
は
強
化
し
た
い
。

四
、
村
民
か
ら
の
要
望
は
、
慎
重
に
判
断
し
村
の
振
興
と
合
わ
せ
考
慮
し
て
決
定

し
、
村
民
か
ら
の
応
分
の
負
担
も
今
後
は
求
め
て
い
く
。

五
、
各
区
の
自
立
自
存
を
促
が
す
。

六
、
産
業
振
興
の
た
め
に
現
在
実
行
し
て
い
る
就
業
所
得
の
場
と
な
る
事
業
は
早
く

育
成
安
定
化
さ
せ
、今
後
は
職
種
を
増
や
す
よ
う
な
施
策
も
展
開
し
て
い
く
。

七
、
上
野
振
興
公
社
を
充
実
さ
せ
、
村
と
連
携
し
観
光
振
興
施
策
を
強
化
し
た
い
。

八
、
少
子
高
齢
化
施
策
や
後
継
者
定
住
・
Ｕ
Ｉ
タ
ー
ン
等
の
人
口
増
に
対
す
る
施

策
は
強
化
し
た
い
。

九
、
行
財
政
の
改
革
は
、
従
来
よ
り
実
施
を
し
て
き
て
い
る
が
今
後
も
行
政
改
革

大
綱
や
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
沿
っ
て
厳
し
く
進
め
て
い
き
た
い
。 

十
、
財
源
が
恰
も
豊
富
で
あ
る
よ
う
な
、村
外
・
村
民
の
風
潮
が
あ
る
の
で
、国
県
の

行
財
政
改
革
の
等
で
財
源
が
乏
し
く
な
る
こ
と
を
村
民
等
に
も
意
識
し
て
も
ら

え
る
よ
う
、全
般
を
通
じ
て
緊
縮
財
政
を
意
識
し
た
予
算
案
と
し
た
い
。

十
一
、
消
耗
品
及
び
原
材
料
等
の
諸
材
料
は
、
地
域
経
済
へ
の
波
及
効
果
創
出
の

た
め
、
地
元
業
者
よ
り
購
入
の
努
力
を
す
る
。

　平成２１年度も神流川発電所の固定資産税償却資産分が見込め、大変財源
に余裕があるといった考えを持っている方もいるが、これから先の１０年を考えて
いくと、この状況が厳しいものであるということを職員や住民には共通の認識と
して持ってもらいたい。
　２０年度から実行している「小学校建設」や「老人福祉施設建設」、更に「うえ
のテレビの地上波デジタルへの対応事業」が進められることになれば、２０年度
は予算規模も非常に大きなものとなります。その為、毎年１０億円の計画で基金
への積立を行う予定であった振興発展基金への積立は、２０年度はほとんどでき
ない状況であります。
　２１年度の予算編成については、大きな事業を減らし又、全ての職員が日頃か
ら考えている行政改革や大小様々な節約など創意工夫を大いに反映した、以前
にも増して質素倹約を常とした予算編成とし、数年後に予想される村の厳しい
状況に財源を留保し備えていきたい。
　しかしながら、真に村の自立を促す事業には、重点的な財源配分をするが、先
送りしても支障のない事業については予算要求は控えてもらいたい。
　今後も全国的な財政力の低下という情勢のなか、当村においては、固定資産
税収入が毎年１億５千万円以上の減少を続けていくことを考えると、当村の財政
状況はさらに厳しくなるものと見込まれる。そのような状況で上野村の平成２１年
度当初予算を編成することには若干の不安を伴うが、村長は国・県の施策展開
の状況や様々な制度改革等の動向を察しながら、基金の状況や財源を良く考え、
不要不急のハード事業は極力抑制し、必要な村民サービスは極力低下させない
ことを原則として、平成２１年度予算を編成する。　　　　（平成20年12月5日）

上野村予算編成方針平成２１年度

村民とともに考え

一般財源
増減額

当初予算
増減額

前年度
一般財源

前年度
当初予算額一般財源その他地方債国庫支出金

本年度
予算額

款
財 源 内 訳

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　計

３２,５５３

１,０９５,８１２

３３６,６６９

１３４,９５６

１

３６５,１５９

３５,２０９

２４７,０２１

８６,６０４

６６９,１４５

５１１

４８２,１１８

２４２

１０,０００

３,４９６,０００

０

１８,１１３

４２,３５８

２,５４４

０

７２,２８３

３０２

０

０

２０７,７１８

２

０

０

０

３４３,３２０

０

６１,０００

４３,８００

３,９００

０

６３,８００

５,８００

１６０,４００

０

２５２,７００

０

０

０

０

５９１,４００

０

１２３,６５０

２０,５５４

２,８１１

０

３７,９０９

１,８４９

１７,０９５

１

８,４０５

０

１

２４１

０

２１２,５１６

３２,５５３

８９３,０４９

２２９,９５７

１２５,７０１

１

１９１,１６７

２７,２５８

６９,５２６

８６,６０３

２００,３２２

５０９

４８２,１１７

１

１０,０００

２,３４８,７６４

３３,３４２

１,１１５,１２７

６７４,５８２

１５７,２８９

１

６３９,７５９

３５,２４６

１３９,１５９

８８,４７９

５５２,２０９

６８４

５１９,８２３

３００

１０,０００

３,９６６,０００

３３,３４２

１,０１６,８５０

２２９,０３８

１３８,３３５

１

２１８,２５２

１９,１０３

５５,１４９

８３,５７８

２１６,３５０

６８２

５１９,８２２

１

１０,０００

２,５４０,５０３

△ ７８９

△ １９,３１５

△ ３３７,９１３

△ ２２,３３３

０

△ ２７４,６００

△ ３７

１０７,８６２

△ １,８７５

１１６,９３６

△ １７３

△ ３７,７０５

△ ５８

０

△ ４７０,０００

△ ７８９

△ １２３,８０１

９１９

△ １２,６３４

０

△ ２７,０８５

８,１５５

１４,３７７

３,０２５

△ １６,０２８

△ １７３

△ ３７,７０５

０

０

△ １９１,７３９

（単位：千円）
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